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 令和８年度事業計画書 
 
 

【はじめに】 

  「国民たすけあい共同募金」として昭和２２年（１９４７年）に社会福祉の復興か

ら始まった共同募金運動は、本年で８０回目を迎える。 

  その間、住民相互のたすけあいを基調に共同募金運動が展開されてきたが、募金

方法や助成内容が固定化し、迅速に課題を解決するための運動であるとの意識や取

り組み姿勢が薄れ、個人・法人を問わず募金していただいた方からも「募金がどの

ように活用されているのかよくわからない。」とのご意見をお寄せいただいてお

り、さらには支援を必要とする人への資金収集の手法も多様化してきたことから、

募金総額は平成 7年(1995年)の約１９４百万円をピークに減少傾向が続いている。 

  本県の人口も昭和６３年の６１万３千人をピークに令和８年１月には５２万３千

人と減少傾向が続いている。 

今後もこの傾向が続けば地域福祉の推進に必要な助成額の確保が困難となるとと

もに、本会の健全運営が支障をきたすことも想定される。 

 一方、本格的な少子高齢化・人口減少時代が到来し、単身世帯が増加するとともに、

世帯規模の縮小が進み、血縁・地縁・社縁といったつながりが弱まっている中で、孤

独感を抱える人の増加とその課題も浮き彫りとなっており、地域住民や地域の多様な

主体が参画し世代や分野を超えてつながることで、人々の生活や地域をともに創って

いく「地域共生社会」の実現が求められている。 

また、令和６年元日に発生した能登半島地震、７月の東北地方の大雨、再び能登半

島を中心に甚大な被害をもたらした９月の豪雨災害、令和７年８月豪雨水害における

熊本県共同募金会への拠出金など被災地域での災害援助活動を財政面から支援して

おり､その重要性は一層増大しており、共同募金運動の活性化と共同募金会の機能強

化が求められている。 

このため、中央共同募金会では、令和６年度に引き続き「都道府県共募モデル事業

助成」を実施するとともに、共同募金による助成をわかりやすく紹介した「重点助成

分野」を活用した広報活動について体制を強化継続し、ポスター等による啓発に加え、

助成先の取り組みを紹介する「支える人（活動）動画」を作成および全国から募集し、

特設サイトやＳＮＳ等多様な媒体を通じて発信し、共同募金運動の主なつかいみちの

イメージ形成と運動の社会的価値への共感につなげることとされており、本会として

もこれらを活用し、あるいは協力しながら、実効性を高めていくこととしたい。 

 また、社会福祉法が求める法人経営のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上、

財務規律の強化など、公益性・非営利性を確保することに留意しながら、県民に対す

る説明責任を果たし地域社会に貢献する社会福祉法人としての役割を果たしていく

必要がある。 
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【事業方針】 

  引き続き、地域において取り組まれる福祉活動を支援するための共同募金運動を

実施する一方、本県における共同募金運動の活性化と共同募金会の機能強化に向け

た取り組みを実施する。 

 

〇 募金については、７割程度を占める戸別募金について地域住民の理解と協力が得

られるよう努めながら、今後も引き続きこの取り組みを維持する。 

また、募金増額を図るため県内企業に対して「法人募金」や「職域募金」に協力

いただける企業を新たに開拓することや、令和５年度から開始し、令和６年度に全

県を対象として取り組んだ郵便局窓口への募金箱設置について、ポスターの掲示な

ど広報への協力と合わせて、市町村共同募金委員会の協力を得ながら推進する。 

 

 〇 助成については、社会的孤立の解消や生活困窮者等への支援を進めるため、全国

共通助成テーマ「つながりをたやさない社会づくり～あなたは一人じゃない～」を

掲げて推進を図るとともに、地域の福祉ニーズに基づいた活動に対して積極的に

助成する。 

   また、中央共同募金会が実施する「県共募における助成・募金体制強化モデル事

業」を引き続き活用し、共同募金運動の活性化と募金体制の強化に取り組むことと

する。 

 

 〇 広報・啓発については、助成先や活用事例を具体的にわかりやすくお伝えし、個

人・法人を問わず広く寄付者の理解を得るため、助成団体から動画を含めた情報提

供をいただくことや市町村共同募金委員会と本会の連携・協力を強化しながら実

施する。 

   さらに、中央共同募金会が「重点助成分野」を活用した広報活動について体制を

強化継続し、助成先の取り組みを紹介する「支える人（活動）動画」を作成および

全国から募集し、特設サイトやＳＮＳ等多様な媒体を通じて発信されることとさ

れており、本会としてもこれらを活用し、あるいは協力しながら積極的な広報に取

り組むこととする。 

   

 

１．適正な組織運営 

  県民に対する説明責任を果たし、地域社会に貢献する法人として、積極的に情報提

供・公開を行って事業運営の透明性の向上を図り、本会の適正な会務の運営等を行う。 

 

（１）役員会等の開催 

・理事会 年４回（会長の選任に伴う臨時会１回を含む） 

・評議員会 年３回 
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・監事会 年１回 

 ・評議員選任・解任委員会 （任期満了に伴う新評議員選任のほか必要の都度） 

・配分委員会 年３回 

 

（２）中央、ブロック会議等への参加 

 ・中央共同募金会関係 

   ア 評議員会の出席         年２回 

    イ 常務理事・亊務局長会議の出席  年２回 

    ウ 職員研修・会議の参加      年２回 

    エ 赤い羽根全国ミーティングの参加 年１回（市町村共同募金委員会職員） 

  ・中国四国ブロック関係 

    ア 常務理事・事務局長会議の出席  年１回 

    イ 職員会議の出席         年１回 

 

（３）市町村共同募金委員会との連携 

・担当者会議の開催（年２回） 

・相談対応・情報提供のための情報共有 

・運動推進のための募金運動資材の作成・購入 

・広報運動グッズ・資材（着ぐるみ、法被など）の貸出 

 

 

２．重点事業の実施 

  中央共同募金会が新たな助成プログラムやモデル的な事業（３カ年事業）を実施す

ることとされ令和６年度に取り組んだ助成事業に継続して取り組むこととする。 

 

県共募における助成・募金体制強化モデル事業 

  ア 対象経費 事業費全般（人件費を含む） 

  イ 実施期間 令和６～８年度（３年度目） 

  ウ 予算規模 上限 ２００万円×最大３年間 

  エ 事業内容 

     毎年、書面による案内やホームページの掲載により助成事業を公募してい

るが、過去に助成を受けた団体からの応募が多くみられ真に助成を必要とし

ている団体に届いていないことが懸念されている。 

     このため、昨年度に引き続きＮＰＯ法人鳥取県障がい者就労事業振興セン

ターや（公財）とっとり県民活動活性化センターと連携して助成事業の周知、

助成申請の作成支援、助成効果の検証など本会職員が行っている業務の一部

を委託する。併せて、助成を受けた団体に対しては助成額の１０％程度を目標

額として募金への協力を要請する。 
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３．募金活動の推進 

  共同募金は、地域の福祉課題を解決するための募金と助成に関する計画を立て、事

前に使いみちや集める額（目標）を定め、「じぶんの町を良くするしくみ」として募

金運動を展開する。 

  また、中央共同募金会と協働し経済的に困窮する人への緊急支援や募金運動の期

間拡大を活用した「使途選択募金」、さらにインターネットを通じた地域選択募金「ふ

るさとサポート募金」などによる募金運動を推進する。 

 

（１）一般募金の取組み 

   一般募金の 7 割程度を占める戸別募金について、引き続き重点的に取り組むと

ともに、一般募金の１割強を占める法人募金については、税制上の優遇措置が講じ

られていることから、市町村共同募金委員会とも連携して丁寧に説明しながら、企

業の社会貢献活動の一環、さらにＳＤＧsの取組みとしての検討を要請する。 

 

（２）募金運動の期間拡大の取組み（つかいみちをえらべる募金） 

   「使途選択募金」として県内の福祉団体が自ら取り組む福祉課題解決のため、そ

の使途を寄付者に直接訴え掛ける募金活動を行い、寄せられた募金にマッチング

（加算）を付して助成する。 

   【募金運動の期間拡大】令和９年１月１日～３月３１日 

 

（３）ふるさとサポート募金の取組み 

   中央共同募金会のホームページを活用し、県・市町村並びに高齢者や障がい者の

支援など、寄付先や使途の指定が可能なクレジット決済による募金に取り組む。 

 

（４） 税制上の優遇措置の取扱い 

寄付者に対する税制上の優遇措置の周知に努め、募金の増額を図る。 

（個人寄付に対する所得控除又は税額控除、法人寄付に対する全額損金算入制度） 

【租税特別措置法改正に伴う税額控除に係る鳥取県の証明有効期間】 

     令和４年６月１７日～令和９年６月１６日まで 

 

４．寄付金による助成 

  寄付者の負託に応えるとともに地域福祉の一層の推進に寄与するため、鳥取県社会

福祉協議会の意見を聴くとともに、各市町村共同募金委員会が策定する共同募金推進

計画を踏まえ、地域の福祉ニーズに十分配慮した効果的な助成計画を策定する。 

なお助成決定後は、速やかに使途内容等の結果をホームページ等により公表し透明

性の向上を図る。 

  歳末たすけあい（地域歳末、ＮＨＫ歳末）については、共同募金委員会と社会福祉

協議会等の関係機関、ＮＨＫ鳥取放送局と協調して実施する。 
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  なお、大規模災害（災害救助法の適用等）時の被災者支援ボランティア活動のため

の災害等準備金の拠出については、中央共同募金会と連携・協調して迅速に実施する。 

 

（１）一般募金助成 

   市町村共同募金委員会の募金額の７０％を地域助成枠とし、当該委員会が策定

した推進計画において位置付けられた助成計画に基づき助成する。 

市町村共同募金委員会の募金額の３０％と本会の募金額を加えた額を、広域助

成枠として決定された助成計画に基づき、民間社会福祉施設、県域民間福祉団体

等に助成する。 

 

（２）歳末たすけあい運動 

   新たな年を迎える時期に、支援を必要としている人々が地域の一員として安心

して暮らすことができるよう市町村共同募金委員会や社会福祉協議会等の関係機

関・団体が協調して募金活動を行い、寄せられた募金を決定された助成計画に基づ

き助成する。 

   【地域歳末たすけあい運動】 令和８年１２月１日～１２月３１日 

   【ＮＨＫ歳末たすけあい運動】 令和８年１２月１日～１２月２５日 

 

（３）全国共通助成テーマ 

ア 赤い羽根共同募金助成 

  地域への帰属意識が薄れていく傾向が強まる中、さらに新型コロナ感染症の影

響により人と人との交流が控えられ、以前の状況にまで回復していないこともあ

り、多くの人が、日ごろ誰かと繋がっていること、誰かを支えたり支えられたり

していることの大切さが改めて認識され始めている。 

  こうした状況の中、繋がることを諦めず、孤立や孤独の問題に取り組む活動を

支援する必要がある。 

 【共通テーマ】  

   「つながりをたやさない社会づくり ～あなたは一人じゃない～」 

 

（４）本県出身のハンセン病療養所入所者へのお見舞い 

   ハンセン病療養所に暮らす本県出身の入所者に対してお見舞金を交付する。 

【本県出身者】 全国１施設に２名が入所 

 

（５）災害見舞金の交付 

   平時の災害等により住家を全焼、半焼、また世帯員が亡くなられた場合に、その

世帯の援護のため市町村共同募金委員会を通じて見舞金を交付する。 

   【半焼、半壊、半流出以上】  １世帯当たり ２０,０００円 

   【死亡者】          １人につき  １０,０００円 
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（６）災害等準備金積立金取崩し金助成 

積み立て後３年が経過して取り崩した災害等準備金取崩し金を、「安心・安全な

まちづくり支援事業」として新一年生に防犯ブザーを配布するとともに、緊急に即

応する必要があり一般募金助成では対応が困難な事業などに対し、災害等準備金積

立金取崩し金助成事業方針に基づき助成を行う。 

また、本会の円滑な運営を継続するため、その一部を運営費に充当する。 

 

（７）共同募金以外の寄付金による助成 

 共同募金の期間以外の時期においても、企業の創業記念日等にあわせた社会貢献

としての寄付や物品による寄付を受け入れ、配分委員会の審査を経た上で民間の社

会福祉事業に助成する。 

 

  ア 受配者指定のない寄付による助成 

企業から社会貢献として受配者指定のない寄付があった場合には、助成する対

象、助成額、助成地域等について寄付者の意向があれば協議し、その意向を踏ま

えた上で施設・団体等に助成する。 

 

イ 受配者指定寄付金による助成 

    寄付者が特定の助成先を指定して受け入れた寄付金は、助成先における社会福

祉施設整備費の法人負担金相当、又はそのために受けた融資に対する償還金相当

であることから、所要の手続きを経たうえで助成する。 

 

ウ 社会福祉法人（特定公益増進法人）寄付金による助成 

    企業等から指定寄付金制度による手続きを希望しない寄付金を受け入れた場

合には、所要の手続きを経たうえで助成にふさわしい妥当性を持った社会福祉を

目的とする事業に助成する。 

 

（８）助成事業の調査 

   適正な助成を行うため、申請事業の計画内容の詳細及び助成事業の実施状況並び

に整備された物品等の使用状況等について、配分委員会は必要に応じ調査、確認す

る。 

  ア 書面審査の実施 

  イ 施設等実態調査の実施 

  ウ 施設等実態調査審査会の開催 

 

 

５．広報・啓発の活動の推進 

共同募金の目的を積極的に周知するとともに、県民の理解と共感が得られるように

分かりやすい広報活動に努めるものとし、ホームページや地元新聞、また運動資材等

を効果的に活用し積極的に展開する。 
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（１）初日行事・赤い羽根空の第一便メッセージ伝達式の実施 

   募金運動の開始を告げる１０月１日に初日行事の一環として、ＡＮＡ（全日本空

輸株式会社）の協力により厚生労働大臣、中央共同募金会長のメッセージの伝達を

行うとともに、街頭募金を実施し運動に対する理解と協力を呼びかける。 

   なお、令和８年度は倉吉市において実施する。 

また、市町村共同募金委員会が中心となり、各地域においても街頭募金活動等を

実施する。 

 

（２）「募金ボランティア活動の手引き」の作成 

   募金運動の趣旨、運営、組織、使途等について、分かり易く要点をまとめた手引

書を作成し、募金活動の協力ボランティアに配布し、円滑な運動実施のために活用

する。 

 

（３）広報・運動資材の作成・活用 

   ポスター、赤い羽根に加え本会オリジナルの「赤い羽根しおり」を試験的に作成

し、学校用組立式募金箱などの運動資材を作成・購入し、市町村共同募金委員会等

が実施する募金運動に活用する。 

   また、広報と啓発を目的に運動マスコットの着ぐるみ「愛ちゃん」の貸出を行う。 

募金目標額、助成金の使途を掲載した戸別配布用チラシを市町村ごとに作成し、

募金への協力と理解の促進を図る。 

 

（４）報道機関等へテレビ・ラジオスポット放映・放送用素材の提供 

中央共同募金会が取り組むこととされている、助成先の取り組みを紹介する「支

える人（活動）動画」を作成し、または全国から募集し、特設サイトやＳＮＳ等多

様な媒体を通じて発信する事業を本会としても活用し、あるいは協力しながらＤＶ

Ｄ等のメディア広報資材を各報道機関や県遊技業協同組合へ提供し、放映・放送し

ていただくことにより募金運動の周知を図る。 

 

（５）地方紙への広告掲載 

   募金運動の普及・啓発及び助成内容の公表、また県民に対する幅広い募金の呼び

かけを行うため、市町村における募金活動や助成事業の様子などを紹介した広告

を地元新聞紙へ掲載する。 

新聞掲載の回数 年２回 

第１回(９月)：募金目標額・助成計画額 

第２回(４月)：募金実績額・助成内訳額 

 

（６）ホームページへの掲載 

助成情報、募金実績、災害義援金などの情報を適時・適切に分かり易く掲載し、

年間を通じた情報発信を積極的に行う。 

 

akayamam
鉛筆
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（７）赤い羽根データベース「はねっと」の活用 

   全国の共同募金情報等が入力されているデータベース「はねっと」を活用するこ

とにより、寄付者等に市町村共同募金委員会及び本会の募金目標額・実績額、助成

計画額・決定額、助成先の活用状況などの情報提供を行うとともに、全国の統計情

報を活用する。 
 
 

６．企業との連携強化 

（１）「自動販売機」を活用した募金寄付や「寄付付き商品」取扱い企業の開拓 

 

（２）県内企業に対する募金の要請は各市町村共同募金委員会が行っているが、今後も

本会としてそのほかの企業を対象に「法人募金」または「職域募金」による寄附を

依頼するほか直接訪問して要請するなどの取組みを行う。 

 

７．災害等準備金及び災害たすけあい運動 

大規模災害（災害救助法の適用等）の発生に対応するため、社会福祉法で定められ

た範囲内（３％）で災害等準備金の積立を行い、大規模災害が発生した場合には、中

央共同募金会の調整のもとその一部又は全部を拠出し、被災地域における災害ボラン

ティア活動等の支援を行う。 

また、全国的な大規模災害が発生した際には、関係機関と連携し義援金を募集する

など、全国的な運動に呼応して災害たすけあい運動（義援金の取次協力等）を実施す

る。 

【準備金の積立】 募金実績の３％を毎年度、３年間にわたり積み立てる。 

【準備金の拠出】 本県又は国内において災害が発生し、拠出が必要となった場

合には、「災害支援制度運営要綱」「災害支援制度実施要領」「災

害支援制度の細目及び基準」に基づき迅速、かつ適切に支援を

実施する。 

 
 

８．顕彰事業・見舞金 

（１）表彰・感謝の贈呈 

   共同募金運動の推進に功績のあった個人・団体及び高額寄付者に対して、表彰状

又は感謝状の贈呈を行う。 

【県民総合福祉大会】 令和８年８月２６日（水）エースパック未来中心（倉吉市） 

 

（２）表彰・感謝の推薦 

県知事及び中央共同募金会会長、厚生労働大臣への顕彰候補者の推薦を行う。 

 

（３）奉仕者事故見舞金 
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「中央共同募金会奉仕者事故見舞金規程」に基づき、共同募金運動の奉仕者及び

共同募金委員会の役職員が、奉仕活動を原因として負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は死亡した場合に、その被害の程度に応じて見舞金を贈呈する。 

【傷病見舞金】 

  奉仕活動従事者が負傷し又は疾病に罹った場合、その者に対し贈呈 

   入院の場合   

１０日以内 １日につき ２,０００円 

      １１日以上 ２０,０００円＋１日につき３,０００円加算 

      通院の場合   

通院日数を２で除して得た日数を入院期間とみなし、入院の場合と

同様の取扱いを行う。 

  【遺族見舞金】 

    奉仕活動従事者が死亡した場合、その者の遺族に対し贈呈 

         遺族見舞金  ５０万円 

９．民間資金助成事業の実施・協力 

  民間団体が行う助成制度を積極的に活用することにより、社会福祉施設の改修、車

両の整備、高額物品の購入等の要望に対応する。 

 

（１）中央競馬馬主社会福祉財団の助成事業に対する推薦 

   本県助成枠（７，０５０千円）の範囲内で推薦することとし、その決定にあたっ

ては本会配分委員会に諮り、審議・決定する。 

 

１０．調査研究の実施 

中央共同募金会において、共同募金運動の活性化や共同募金会の経営上の課題解

決・事務局体制強化に向けた取り組みを推進するため検討会を設置し、共同募金助成

見直しに向けた検討及び助成の専門性向上に向けた研修を企画されるので、必要に応

じて本会としても適宜、意見を述べるとともにその状況を注視することとする。 


